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1．　 地盤環境問題 へ の 地盤工 学会の係わ り

　近年 は 地球環境問題が重大な課題 として ク ロ ーズ ア ッ

プされて お り，地盤工 学の 分野 で の よ り
一

層の 貢献が求

め られ る よ う に な っ て い る。

　地盤 工 学会 で は20年 以 上 も前 か ら，地 盤 工 学 と環境

問題 との 係 わ りに 関す る研究 に取 り組んで きた。環境保

全 と地 盤 工 学 （昭和58年），廃棄物埋 立地盤 の 跡地利用

（平 成 3 年），土 質工 学 と環境問題 （平成 4 年）等 の シ

ン ポ ジウ ム に お け る 研究 発 表 を 初 め ，平 成 5 年度 に 設

け られ た 「環境地盤 工 学 と地球環境問題 」 と，厂産業廃

棄物 の 処理 と有効利用 」の 二 つ の 研究委員会が共 同 で平

成 6 年 に 「第 1回 環境地盤 工 学 シ ン ポ ジ ウ ム 」 を，さ

らに 平 成 9年 に は 京 都 大 学 防 災 研 究 所 との 共 催 で 「第

2 回 環境地盤 工 学 シ ソ ポ ジ ウ ム 」 を 開催す るな ど着実 な

取組 み が な さ れ て きた 。

　
一

方国際的 に は，昭和 52年 （1977年） に 開催 さ れ た

第 9 回東京会議以降の 国 際 土 質基礎 工 学会議 で は 毎 回

の 会議で 主 要 テ
ー

マ の
一

つ と して 取 り上 げ られ，多 方面

に わ た る議論 が な さ れ て き て い る。平成 6 年 （1994年）

に は エ ドモ ン トン 市 （カ ナ ダ）で 第 1 回環境地 盤工 学

国際会議（International　Congress　on 　Environmental 　Geo−

technics；ICEG）が 開催 さ れ，そ の 後平成 8 年（1996年）

に は 大 阪 市 で，平 成10年 （1998年）に は リ ス ボ ソ 市 （ポ

ル トガル ） で 第 2 回，第 3 回会議 が 開 か れ ， 国際地盤

工 学会 （ISSMGE ）の 技術委員会 （TC5） を中心 とし

た 多 くの 貢献等 に 反映 さ れ て い る。ICEG は今後は 4年

ご との 継続 した 国 際会 議 と して 開催 され る こ と にな っ て

お り，次 の 第 4 回会議 は ブ ラ ジ ル の リオ デジ ャ ネ イ ロ

市 で2002年 に 開 か れ る 予定 で ある。 こ れ らの 地盤環境

に 係わ る成果は，現在 で は 「環境地 盤 工学」 と い う学 問

分 野 と して 確立 され つ つ あ る。

2． 環境問題の 50年史と地球規模での 環境問題

　元 来，我が 国 で は昭和40年代か ら各種 の 公害問題，

へ どろ 汚染問題等 が 大 きな 課題 で あ っ た こ とか ら ， 環境

問 題 に は 早 くか ら研究開発
・
対策 が なされて き た。環境

問題 との 係 わ りで 過 去 50年 間 の 時 代 史 を ま と め る と表

一 1の よ うに な る。50年以上 前 か らの 重大な地盤環境

問題と して は唯
一

広 域 にわ た る地 盤沈下が あ り，地下水

の 過剰揚水 に起因するこ とか ら大都 市部を中心 に揚水規

制 が な さ れ て き た が ，こ の 50年 間 は 社 会 を 取 り巻 くあ

ら ゆ る 環境問題 が 陽の 形 で 具現化 した時代で あ る とい え

74

る で あ ろ う。

　当初 の公害問題，へ ど ろ 汚染問題等 の環境問 題 は あ く

まで ロ ーカ ル な 課題 に 過ぎな い もの で あ っ た が ， 今 日 の

そ れは世界規模 の 広 が りを 見 せ，母 な る大地 で あ る地球

を蝕 ん で い る。ギ リシ ャ 神話の 全 能 の 神ゼ ウ ス の 母 親で

あ る 大地 の 神 ガ イ ア に 地 球 を た とえ て，ガ イア の 救済 に

全力を 挙げ る こ とが 求め られて い る。地球環境問題 とは

一
般 に 以下の 九 つ の 課題 に集約 さ れ る。

（1） オ ゾソ 層の 破壊

  　地 球の 温暖化

（3） 酸性 雨

（4） 熱帯林の 減 少

  　砂漠化

  　開発途上 国の 公害 問題

  　野生 生 物種 の減 少

（8） 海 洋汚染

〔9） 有害廃棄物の 越境移動

　 こ れ らの 問 題 は 相互 に 密接 に関連 しあい ，政治
・
経済

　社会 ・文化的問題 を含 ん で お り，か つ 現象 に対す る科

学的解析 が難 しい テーマ で もあ る。
．
例 え ば，砂漠化 の 問

題を
一

つ とっ て して も，地盤工 学 と密接 に 関連 し合 うも

の で あ る が，地 球の 温暖化 に伴 う降水パ タ
ー

ン の 変化
・

世 界低緯度帯の 森林 の 弱体化
・住 民 の 生活様式や現地産

業 と植林事業 との 対立 ・過度 の 人 口 増加等 が絡 ん で い る 。

現在，乾燥地の 著 しい 拡大をきた して お り，表土 の 流亡

・
耕作地 の 消失等，地 球表層地盤 へ の 直接問題 と して 緊

急の 重要課題で あ る。我 が 国で も沖縄県で は赤土流出問

題 と して 大 きな 課 題 とな っ て お り，緊急の 解決策 の 確立

が 求 め られて い る。

　環境問題との 係 わ りを考 え る うえ で の 現行 の 法体系の

中心 とな る もの に ，従来 の 公害対策基 本 法 （昭和42年

制 定 ） を よ り広 範 な 内容 に 拡充 して 平成 5年 に 制定 さ

れ た 環境基本法 が あ る 。 さ ら に 平 成 6 年 に は 環境基本

計画が 閣議決定 さ れ，初 め て法律用語 と して の 「地 盤環

境」 が定義された 。 近年 は 地 盤環境の 汚染の 著 しい こ と

が判明 して お り，汚染物質の 種類 も極 め て 多様 とな っ て

い る 。こ の よ うな 地 盤 環 境の 汚 染 等 の影響を 評価 す る た

め の 基準類は総理 府令 に 示され て お り，直接の 影 響 と し

て の 溶出試験 は 環境庁告示 で 詳細に規定され て い る。地

下 水 につ い て は質的問題 だ けで な く ， 先 に もふ れ た地 下

水の 過剰揚水に よ る広 域 地 盤沈下問題や，大規模地下建

設 工 事に伴 う地下水流況阻害対策等 に つ い て の 量 的問 題

も，依然 と して 環境地 盤工 学 上 の 重要課題 で あ る。建設

工事の施 工 に 際 して は環境 ア セ ス メ ン ト制度 が あ り，こ

れ は 環境基本法の 主 旨を具 現化 して，公害 の 防止お よび

自然 環境 の 保全 を 目的 と し て い る 。 昭 和 58年に 行政措

置 を講 じるた め の 「環境影響評価 の 実施 に つ い て 」 が 閣

議決定され，各省庁や地方自治体 の 協力の も と に環境 ア

セ ス メ ン トが実施 さ れ て い た が，平成 9 年 に 環境影響

評 価法 と して 正式 の 法整備が な さ れ た 。

3， 地盤汚染とその 対策

　「我が 国 は 山 紫水明の 国で あ っ た 」 とい う よ う に，今

や過去形 で物語 ら れ ね ば な らな い 状況 に まで 国土 は広 く

汚 染 され て い る。山間谷地 部 に は有害物 を も含 め た産業

廃棄 物処 分場 が設 置 さ れ て い るほ か，不 法 な投棄 処 分が

　 　 土 と基礎，47− 11 （502）
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表一1　 過去 50年間の 我 が国の 産業構造 の変化 と地盤環境 問題

時 ！

代
層

一

　　… 年　代

　 　 　 　 一

事　　項 概　　　　 要

昭和24年 十質工 学 会の 設立 日本経済の 回復 が進 む。

昭和27年
（1952年）

初の 公害防止協定の締結 高度成長に伴う産業活動の結果，大気汚染や水質汚濁が 多発 した。

昭和31年
（1956年）

水俣病の発見 工 場排水 中の 有機水銀に よる公害病の発生。

工 業用水法の 制定 地盤沈下 対策と して 地下水の 揚水規制が始ま る。　　　　　　　　「．．
昭和32年一 水道 法の 制定

昭和33年 所得倍増 計画発表 池 田 内閣 に よる高度経済 成長の 確認。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
昭和42年
　 　 　　 　公害対策 基本法の 制定
（1967年）

岡 山水 島 コ ソ ビ ナートの 公害問題な ど各地 の コ ソ ビ ナ ー
トで の へ どろ公害問題 な どが 深刻化 した 。

地 盤沈下 拡大 東京江 東 地 区で の沈 下 が4．5m を記録 した 。
昭和45 年
（1970年）

環境庁 の設置 農用地 土 壌汚染防 止法，廃 棄物処埋法，水質汚濁防 止法 の制定。

昭和47年 環 境影響評価 始まる 環攬影響評価 に 関す る閣議 了解。

昭和48年
（1973年）

オ イ ル シ ョッ ク オ イ ル シ ョッ ク に よ る エ ネ ル ギ ー
価格の 高騰 が ，重 化学 工 業か ら組立 産業 や 情報 産業 へ と脱 皮が 図 られ た ．

　　　　　　　　　尸 ゴ
昭 和 49年 薬 注 事 故 発生 地 盤 凝 固剤 に よ る地 下水 汚染に よ る健康障害 が 生 じた 、

昭 和50年 工 業跡地 の地 盤 汚染 六 価ク ロ ム に よ る汚染 の 発覚。

東京会議 第 9 回国際地盤工 学 会議の 特別部会 で環 境地盤工 学 に関 す る議論 がなされ る。
昭 和52年
（1977年 ）

処 分場構造の 定義 廃 棄物最終処 分場構造 に 関する総理府
・
厚生 省共同命令。

昭 和53年 ラ ブ キ ャ ナ ル 事件 米国 に お け る大規模地盤 汚染の 発覚。

重
化
学
工

業

化
の

時
代
　

　

　
　

　
　

　
　

素
材
産
業
か

ら

組
立
て
産
業
へ

　

　

　
　

　
　

　
　

情
報・
先
端
技
術
産
業
の

時
代
へ

昭和58年
α983年 ）

地 下 水 汚染の 拡大 環境庁の 調査 に よ っ て ，揮発 性の 有機化合物に よる 地 下 水 汚染の 拡大 が判明 した 。

昭和62年
（1987年 〕

持続可能な発展の考え 国連の 世界委員会で 東京宣言 と して ，「持続可能な 発展」 とい うキ
ーワ ー

ドが示 され た 。

平成元年 建設汚泥の 定義 建設廃棄物処理 ガイ ドラ イ ン が出さ れ る。　　　　　　　「

リサ イク ル法の制定 再 生資源の利 用の 促進 を図る こ とが定め られた。
平成 3 年
（1991年）

土 壌汚染基準 土 壌朽染 に係 わ る環 境基準の 告示。

地 球サ ミ ッ トの 開催 環 境 と開発 に 関する世界 会議 がブラ ジル で 開催 される 。
平成 4 年
（1992年 ）

廃棄物処 理 法 の 改正 特別 管埋 廃棄物の 制定，マ ニ フ ェ ス トの 義務化な ど。

汚染対 策指針 国有地 に 係わ る 土壌汚染対策指 針の 制定。

平成 5 年 環 境基本法の 制定 環 攬保全 の 基本理 念が提示 され た 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．　
ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ンの 考 え 国連大学 か ら ト

ー
タル に廃棄物 を出 さな い ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン構 想が出 され た。

平 成 6年
（1994年 ）

エ ドモ ソ トン 会議 カ ナ ダの エ ドモ ソ トン で 第 1 回 環境地 盤 工学 国際会議が 開催さ れ る 。

発生 上 の 定 義 と利 用 建 設 発 生土 利 用技 術 マ ニ ュ ア ル に よ っ て ，発 生 土 の 区 分や 用 途 が 明 確 にな っ た 。

平 成 8年 大 阪会議 大 阪で 第 2 回環境地盤 工学 国際会議 が開催さ れ る。

環 境影響評価法 の 制定 平成1ユ年 か ら環境影 響評 価法が 施行 される。
平成 9 年
〔1997 年 ） 建設 リサ イグ ル の 推進 計

画 97の 発表
公 共工 事 か らの廃棄 物の リサ イ ク ル を 発注者の 責務 と して 推進 す る。

リス ボ ン 会議 ポル トガ ル の リ スボン で 第 3 回 環境地 盤工 学 国際会議が 開催さ れ る 。
平成10年
（199S年）

処 分場構造の 改正 共 同命令 の 改正 に よ って 遮水工 搆造 の 明確化。

平 成11年
（1999年 ）

汚染対 策指 針 の 改正 十 壌 ・地 下 水 に 係わ る調 査 ・対 策指 針お よび 運 用 基 準の 制定 。

．各地 で な さ れ て お り，こ れ らか ら漏出す る 浸出水 は 清冽

な 河川 を著 し く汚 して い る。ま た ，農地 へ の 過剰な 施肥

や 農薬 は依 然 と して大 きな 汚 染 源 とな っ て い る 。 さ らに，

都市部 の工 場跡地などに お ける 有害物質 に よる地盤汚染

の状況 は 各地 で 報告され る よ うにな っ て い る 。 有害な廃

棄物の 排出は文明社会 の 発達 と表裏
一

体をなすもの で あ

るが ，こ の よ うな状 況 が 放 置 さ れ た ま ま 容 認 され る とは

とて も思え な い 。しか しな が ら，状況 は逆 で あ り，国土

の 汚染は年を追 っ て厳し くな っ て い る 。 地 盤は 黙 して語

ら な い が ，人類 が 野放 図に 汚染 を 続 け る と，来 る べ き

21世紀の 地表 は 有害な廃棄物 に 覆わ れ て しま う こ とに

November ，1999

なるで あろう。

　地 盤 環覧 の 汚 染源 は 数多 い
。 イ タ イ イ タ イ病 の 原 因 と

な っ た カ ドミ ウ ム を は じめ とす る 六 価 ク ロ ム ，砒素，水

銀 ， 鉛な どの重 金 属，ハ イ テ ク 汚染 の 原因で あ る トリク

ロ ロ エ チ レ ン や テ トラ ク ロ ロ エ チ レソ な どの 人工 化学物

質の ほ か ，シ ア ン や 農薬，油類，放射性物質，酸性雨な

ど汚染物質 は 多岐 に 及 ん で い る 。近年 で は，ベ トナ ム 戦

争で枯葉作戦 に用 い られ た ダイ オ キ シ
．
ン に よ る地盤汚染

が 明 らか に な っ て い る。

　地盤 や地下水 の汚染は，そ の程度が深刻 に な っ て は じ

め て 発覚す る こ と も多 く，環境の 汚染が 人 の 健康 に甚大
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な 影響 を及 ぼ しか ね な い 事 例 が生 じて い る。地盤 の汚染

の 原因は，一
般 に汚染物質 を 含む 材料 の 貯蔵 施 設 や 埋 設

管 な どか らの 漏洩，な らび に廃棄物 の 投棄 な どの 事業活

動 に伴 っ て 副次的 に 派生 す る もの で あ る 。 地 盤汚染の調

査 は対象物質ご とに 各種 の 方法を有機的 に 組み 合 わ せ て

的確 に 実施す る 必 要 が あ り，地 形 と地盤条件 とを加味 し

て考察す る こ とが 必須で あ る。

　 こ の ような地盤環境 の 汚染 に対 して ， 従来土質工 学 の

分野で 多用 さ れ て き た地盤中の 流体
・
熱移動解析技術が ，

汚 染機構の 調査
・
解明に き わ め て有力 で ある。しか しな

が ら，地 盤 の 汚染 物質 で あ る重金属や 人工 化学物質の 種

類は千差万別 で あ り，地盤中で の 挙動も異 な っ て い る。

した が っ て ，汚染対策 に は汚染物質の 種類 に適合 した 新

しい 発想 に基 づ い た調査手法 の開発が求 め られて お り，

また 対 策 後 に お け る モ ニ タ リン グ に つ い て も必ず 実施 し

て ，汚染物質の 広 が りや 防 止 効 果 を十 分 確 認 しな け れ ば

な らな い
。 有害物質を管理す るため に，土壌環境基準 が

整備されつ つ あ り ， 人 の 健康に係わ る 汚染物質は 今後 さ

らに追加 され る もの と予想 され る。管理 さ れ得な い 領域

へ 有害物質 が 漏出 しな い よ う に十 分 な 配慮 を行 うと共 に，

汚染され た 地 盤 の 浄化 に 早急 に 着手 す る必 要が あ る。

　地盤環境の 汚染 は我が 国の み な らず欧米諸国に おい て

も多発 して おり，汚染地盤 の 管理 や修復に 向け た取組 み

が な され て い る 。 汚染対策手法 と して は，汚染源 を封 じ

込 め る方法 と汚染地盤 を 浄化す る方法 とが あ る。後者 の

方法は 本質的 に地 盤環境か ら汚染物 を 除去 す る 点で 修復

技術 と して は 望ましい もの で あ る 。 しか しな が ら，除去

の レベ ル を どの よ うに 設定す る かが重要な課題 で あ り，

効 果の 永続性の 評価 な どの 視点 を 考 え る と，む しろ前者

の 方法 が有利 とな る こ と もあ る 。 最近の 欧米で の 研究 で

は ，バ イ オ 化学を用 い た 浄化手法な どの 原位置での積極

的 な浄化手 段 に限 界 が あ る こ とが 知 られ る よ うに な っ て

い る。そ こ で，封込 め に 重点を お き，公共域 へ 漏 出 しな

い よ うに境 界 部 分 で浄 化 を す る とい っ た ，消極的浄化手

段を指向す る よ うに な っ て い る 。
い ず れ に して も地 盤汚

染修復技術は今後
一
層多方面で の 研究開発が進む こ とが

求められ，具体的な取組み も確実 に進展 す る と期待 さ れ

る。

　 地盤汚染問題 は 今や 社会問題 と して と らえ ね ば な らな

い 。 汚染者と して の 企 業 は，自社 の イ メージ が 低下す る

こ と を恐れ て可能な 限 り汚染の事実 を秘密に す る ように

試み がち で ある。当初は汚染物質 で あ る とは 全 く認識 さ

れ ず に，逆 に 有用 物質 と して用 い ら れ て い た もの も少な

くな い の で あ る。地盤環境は一
度汚染 さ れ て しま う と，

汚染浄化費用 は 莫大 で あ る 。 地 盤汚染の浄化へ の 取組 み

を汚染企業 へ 求める こ とは当然 の こ とで あ るが，汚染浄

化 を実施 す る こ とは優良企業 の 証明で あるとい っ た世論

の 喚起 も必 要で あろ う。さ ら に ，汚染物 に よ っ て は複数

の 汚染者 に よ る こ ともあ り，公的な資金 を投入 して 積極

的な汚染浄化の 推進 を行 うな どの 法制度の 整備も必 要 で

あ ろ う。地盤汚染は今世紀 に おける飛躍的な科学技術の

発展 の 結果 と して 生 み 出 され た もの で あ る が，こ の よ う
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な21世紀 へ の 負の 遺産を出来 る 限 り少 な くす る た め に，

環憤地 盤 工 学 に係 わ る多 くの 技 術者 の 貢 献 が 大 い に 期待

さ れ る と こ ろ で あ る 。

4． 廃棄物の適正 処理 と地盤工 学的有効利用

　4．1 廃棄物問題の 現状 と廃棄物最終処分場 の構造

　産業
・社 会構 造 の 変遷 に 伴 っ て，廃棄物 処 理

・
処分の

必 要性 が 飛躍的 に 増大 し，最終 的 に は廃 棄 物 の 多 くを地

盤内 に受 け 入 れ ざ る を得な い こ とか ら，その 安全性
・
安

定性 に関 す る地盤 工 学的考察が 必須 とな っ て い る。

一
口

に 廃棄物 と言 っ て も，そ の 種別は千差万別で あ り，一
般

廃棄物 と産業廃棄物 と に 2 分 さ れ る。廃 棄 物 排 出 量 は ，
一一

般廃棄物が5000 万 t，産業廃棄物は約 4 億 t に 達 して

い る。我 が 国の 廃棄物処理 は 「廃棄物の処 理 及 び清掃 に

関す る法律」 （廃棄物処理法 と略される） に基 づ い て 実

施 さ れ る。廃棄物処 理 法 で は家庭か ら出 る ごみ や し尿，

事務所 か ら出る紙ご み 等 の
一

般廃棄物 と，事業活動 に 伴

うもの で特定 の 種類 の 産業廃棄物 とに 区分 さ れ，更 に，

平成 4 年度 か ら特別管理廃棄物 として ，毒性
・
感染性

・
爆発性等 か ら，よ り健康や 生活環境に 影響を 与 え る恐

れ の あ る廃 棄 物 の 処 理 に 関す る 規制強化が 図 られ て い る。

　 こ の よ うな廃棄物 の 処 理 施設 の 設 置は 年 々 困 難 とな っ

て お り，最終処分場 の残余容量は，現在の とこ ろ
一

般廃

棄物 で 8 年分，産業廃棄物で 1．5年分とさ れ て い る。一

般 廃棄 物 は 管理 型処分場 に処分され，産業廃棄物 は 安定

型
・
管理 型

・
遮断型 の 処 分 場 に処 分 され る。処 分 場 の 分

類の 中で は管理型が最 も多 く，浸出水の 存在 を 前提 と し

て 厳正 な 管理 が 求 め られ る 。 しか しな が ら，浸 出水 の 遮

水 工 構造は平成 10年 に 改 正 命令 が 厚 生 省 か ら出 さ れ た

が，地 盤 工 学 的 な見 地 か らは必 ず し も十 分 な も の と はい

え な い 。粘 土 層 が あ れ ば そ れ だ け で 遮断効果 が得 られ る

として い る。また 降雨の 表面流出に つ い て は 処分 の 対象

と して い る が，表面 か ら の 流入 に つ い て はほ とんど考慮

の対象外 とな っ て い る し，発生 ガス につ い て の 対策に も

特 別 の 基 準 が 無 い 等，現在 の遮断工 法 は 多 くの 問題発生

の 危険性 を 有 して い る 。 処 分場 を 埋 め 立 て た 後 に 有 害 な

浸出水 の 域外へ の 流出事故が生 じた場合，その 流出箇所

の検知手法 の 開発 が な さ れ て い るが現状 で は耐 久 性 の 点

で不 十分 で あ り，こ の ような処分場 の修復 に は莫大な時

間 と費用 が か か る もの で あ る。した が っ て ，遮 水 工 の 欠

陥評価な らび に修復技術 の 確立の み で な く，浸出特性 に

関す る二 次元
・三 次元問題 と して の 移流

・
拡散

・吸 着解

析の 実施 と検証を通 じて，確実 に長期安定性を担保 しう

る構造 を提案して い く必 要 が あ る 。

　厳格 な環境保全が今後 ま す ます求め られ る こ と に な る

で あろう状況 か らみ て ， よ り一層厳格 な 地 盤工 学的管理

と地盤工 学的 に 適正な構造基準の 策定が求められる。

　 4．2 廃棄物の地盤 工学的有効利用

　最近 は 家庭 か らの 生活廃棄物 や下水汚泥 な どの 産業廃

棄物 は，そ の ほ とん どが 焼 却 処 分 さ れ る よ うに な っ て お

り，廃棄物 の減量化 の 点で 飛躍的 な 向上 が み られ て い る 。

焼却 に 伴う重金属の 浸出水中へ の 溶出やダス トの 飛散の

　 土 と基礎，4T− 11 （502）
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問題，ダ イ オ キ シ ン の 発生 等 の 課題 か ら，今後 は 溶融 ス

ラ グ化の 方向へ の
一

層 の進展 が み ら れ る で あ ろ う。 した

が っ て ， 結果 と して 出来 る ス ラ グ材料 は極 め て 良好な地

盤材料 と言 え るもの で あ る。さらに ，産業廃棄物の うち

で も最 も多 量 に 発 生 す る汚 泥 や 建設 廃材 な どに つ い て も，

適切に 前処 理 を 施 し て な る べ く良質 な埋 立 材料 に す る た

め技術開発が今後の 大 きな 課題 で あ る 。 建設系廃棄物 は，

平成 7 年度統計 で9900万 t に 達 して い る。こ の ほ か に

地 盤 の 掘削時 に 発生 す る土 （建設発生 土）は年間約4．5

億 m3 に 及 ん で い る。掘削時に 発生 する 上等 は 元 来地 盤

と して存在 して い た 材料 で あ る か ら積極的 に 再利用され

るべ きもの で あ り，建 設副産物 （by −
product） とみ な

さ れ て い る 。 こ れ らは 廃棄物で は な い こ とか ら，積極的

な有効利用 が 図 られ つ つ あ る。し か しな が ら，産業廃棄

物の
一

部 とみ な され る高含水 比 汚泥状態 の もの や ア ル カ

リ性 の 建設汚泥な どは現状 で は廃棄物 と分類されて お り，

今後の 大深度地 下空間の 利 用 の 拡大 に伴 っ て，掘削時の

発生土 が 必然的に 大量 に 生 じる こ と か ら，廃棄物か ら 有

用 材 料 へ の 転換 を 図 らね ば な ら な い
。

　建設系廃棄物 の 再利用等 の 割合の 現状は，コ ンク リ
ー

ト ・ア ス フ ァ ル ト廃材 の 再利用 率が 65〜81％に 及 ん で

い る の に 対 し，建設汚泥 は そ の 排出量 1000万 tの 内の

わ ず か 6％弱 とい う低 さ に と ど ま っ て い る。平 成 11年 に

は建設 汚泥 リサ イ ク ル 指針 が 発刊さ れ，建設工 事に 伴 っ

て発生す る建設汚泥の 有効利用 の促進が図 られ て い る 。

　廃棄物の 地 盤 工 学的利用 は広範囲に わ た っ て お り，セ

メ ン トな どの建設材料や路盤材な どの 地盤材料 な どの 分

野 で の 貢 献 が期 待 さ れ て い る。した が っ て ，廃棄物 の 性

状，特性，発生量，発生場所，時期的特徴な どを考慮し

て地 盤 工 学的有効利用分野 を選定 しな け れ ば な らな い 。

さらに，利用形態 として は廃棄物をふ るい 分 け程度 で 利

用す る 場合 か ら ， 加工 して 利用 す る場合，ある い は ほ か

の 材料 と混合 して 利用す る場合 な どがあ る 。

　地盤工 学的利用例の み られ る廃棄物 と して は，製鋼 ス

ラ グ，非鉄 ス ラ グ，石炭灰，廃 プラ ス チ ッ ク，廃 タ イ ヤ，

ペ ーパ ー
ス ラ ッ ジ，一

般廃棄物焼却灰，下水 汚泥焼却灰

な どが 挙げ られ るが，環境汚染 との 関連で 注 意 が必 要 で

あ り，二 次 利用 す る こ とが 地 盤環境 を 汚す こ とに な らな

い ように，処理後の 溶出性状 の 把握が求め られる。用途

と して は，以 下 の よ うな もの が代表的で あ る。

　（1） 埋 立 ，盛 土 へ の 利用

　（2） 路盤材 ，路 床 材 な どへ の 利 用

　（3） 地盤改良材 と して の 利用

　こ の よ うに廃棄物 の 有効利用 の 促進 に当た っ て，大 量

に活用 で きる分野 と して 建設，特 に 地盤工 学的分野が注

目さ れ る。こ の 際に，物性 改良の た め に 地 盤改良技 術 の

一
つ で あ る 固化処理 が 極 め て 有効 で あ り，今後ま す ます

こ の 分野へ の廃棄物利用 が進 む もの と思わ れる 。 地盤工

学的利用が リサ イ ク ル 社会 の 柱 となり，同時 に地盤環境

が他産業の 廃棄物に よ っ て 汚染さ れ な い た め に も，地 盤

November ，1999

地盤 工学 50年 の 歩み と展 望

工 学 の 側 で の 受 入 れ の た め の 条件提示 が 必 要で あ り，そ

の た め の 視点 として 以下の 整備 を 早急に 進め ね ば な らな

い 。

　a）　要求性能，品質 の 明 確化

　b） 期待 す る効果 の 持続時間，耐用年数の 明確化

　c ） 新材 と廃棄物利用材 の ラ ン ク 分け

の

ω

O

廃棄物利 用 を 前提と した 試験，基準の 整備

廃棄物利用先 の 追跡調査，モ ニ タ リン グ

有害成分 の 排 除

5，　 酸性雨 による地盤汚染

　地球環境問題 の
一

つ と な っ て い る 酸性雨 は ，我 が 国で

も 過去 10年 間 の 年度別 の 平 均 pH 値 が 全 国23箇 所 で

4．3〜5．3 と 欧 米 な み の 酸 性 を 記録 して い る。土 に は ，酸

性雨 に対す る緩衝作用 に より，地盤を浸透す る過程 で地

下水や湧水等 の 流出 水 を 中和化あ る い は 弱ア ル カ リ性 に

変 え る役割 が あ る。典型的な表土 で ある ロ
ー

ム や 黒 ぼ く

上 は 緩衝作用 が 高 く，土 が 酸性 化 す る の を 防い で お り，

我 が 国の 地 盤 環境 に 対す る酸性雨 の 影響は そ れ ほ ど 目立

っ て い ない 。しか し，セ メ ン トや石 灰系安定材 に よ る処

理 土 は ， そ の 固結度 が コ ン ク リ
ー

ト構造物な ど と比較し

て 著 しく小さい こ とか ら，酸性 雨 に 直 接 さ らさ れ る と劣

化 を避 け が た い 。

　
一
般 に セ メ ン トや 石 灰 系安定 処 理 土 の pH は 11〜12

程度 の高pH を呈 す る こ とに よ っ て ，浸出水の ア ル カ リ

性が 地盤環境 へ 及ぼ す影響が 課題 とさ れ て い る。した が

っ て，酸性 雨 の 影響 を考慮 し なけ れ ば な ら な い 状 況 とは

数10年か ら100年 の オーダーで の も の で あ る 。 人工 酸性

雨 を 長 期間 に わ た っ て 流下 させ た時 の 安定処理土 の 劣化

の 実験例で は，酸性の 程度 に 応 じて 処 理 土 の 中 性 化 が進

行 し，併 せ て せ ん 断強度 が 場合 に よ っ て は 1／6 に ま で

低下 す る と報告 され て い る （Kamon ら，地 盤 工 学 会論

文報告集 ，Vol．36，　No，4，1996）。こ の 実験で は 安定処

理 土 が 直接降雨 に 接 す る場 合 を示 して お り ， 実際の 適用

に お け る被覆作用 の 重要性 が理解され る もの で あ る。さ

ら に，酸性雨の 浸潤は固化処理 土 中 の カル シ ウ ム 分を 溶

出 させ ，そ の 再結晶化 に よ っ て 側溝 や排水路 が 閉塞 され

る恐れ があ り，今後の 検討 が 求 め られ る。

6．　 お わ り に

　い よい よ過密化 す る地 球 で 生 きて 行 くた め に は，環境

の維持 や 汚染処理 に 高度 な 技術が 必 要 で あ る。今後 の展

望 と して ，
21世 紀 へ の 人類文明の 継承 とい っ た 立 場 か

らサ ス テ イ ナ ブル （持続的な）発展 シ ス テ ム の 構築 とそ

れ に 基づ い た ア プ ロ ーチ が 必要で あ り，従来の制約 に拘

束 さ れ な い 抜本的な 発想が求め られ る。地盤工 学 に 携わ

る 私達 も，今後 は 地 盤 環境 へ の 各 種 の 負 荷 を で き る 限 り

少 な くし，地 盤環境全体系 の保全を図 りなが ら，持続可

能な開発
・
発展の 道 を 進 ま ね ば な らな い

。
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